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令和４年「なくそう犯罪」滋賀安全なまちづくり推進状況 

１ 「なくそう犯罪」滋賀安全なまちづくり関連会議 

(1) 「なくそう犯罪」滋賀安全なまちづくり実践県民会議総会 書面開催 

 (2) 「なくそう犯罪」滋賀安全なまちづくり市町担当者会議  １回 

 (3)  地域安全なまちづくり連絡協議会（県内７地域中５地域）                          

                           

２ 犯罪多発警報等の発令状況 

○ 注意報 １回（特殊詐欺）10月 18日（火）から 10月 27日（木）  

 

３ 広報・啓発等 

(1) ゆる３（さん）プロジェクト防犯キャンペーン 

新型コロナウィルス感染症の感染防止対策を行いながら、各 

地域において、特殊詐欺被害防止など犯罪発生抑止を目的とした 

「ゆる３プロジェクト防犯キャンペーン」を計 11回実施  

(2) 知事の音声啓発メッセージ放送 

県内の大規模小売店の協力を得て、特殊詐欺被害防止や住 

宅侵入窃盗被害防止等の知事メッセージを放送。 

令和３年まで１社に依頼していたものを、新規に２社依頼 

して３社に拡大のうえ実施  

(3) テレビ、ラジオによる啓発 

  テレビで、窃盗や特殊詐欺の被害状況についてお知らせし 

 て「４つのかける運動」の推進を呼び掛けるとともに、なが 

ら見守り活動を行う団体を取り上げて、県民に見守り活動を 

推奨 

県、県警、市町、防犯協会の広報番組（テレビやラジオ） 

で特殊詐欺被害防止、住宅侵入窃盗被害、自転車盗被害防止 

等に関する啓発放送を実施 

(4) 特殊詐欺被害防止対策の「知事直筆メッセージ」や「留守番ボ 

 タンをポチっと作戦」イラスト等を各種機関誌等へ掲載    

  県発行の様々な機関誌、県、県警、市町等のホームページ、 

Facebook、ツイッター、インスタグラムに啓発記事の掲載や 

県警、市町のメールよる配信の実施、各交番・駐在所の広報 

紙・速報や防犯自治会の地域安全ニュースによるタイムリー 

な情報発信(自治会の回覧等) 
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(5) 宅配・宅食サービスの配達時に啓発チラシを同封 

県内の大規模小売店の協力を得て実施 

 

４ 重点犯罪対策 

(1) 特殊詐欺対策 

・ 滋賀県特殊詐欺根絶官民会議の開催（県警） 

  杉良太郎特別防犯対策監を招き、緊急対策宣言を実施 

・ 「ATMアラート作戦」と銘打ち、県下一斉に ATM警戒を 

行うとともに金融機関に声掛けの励行を依頼（県警） 

・ 特殊詐欺対策に有効な電話サービスの補助（防犯協会等） 

・ 犯罪抑止対策緊急強化戦略の策定及び犯罪抑止戦略プロ 

ジェクトチームの立上げ（県警） 

  ・ 緊急対策「特殊詐欺オールクリア！」の実施（県警） 

(2) 住宅侵入窃盗対策 

 ・ 各地域において、鍵かけ運動を継続的に推進 

 ・ 事業者と連携した防犯機器の普及促進 

 ・ YouTube等を活用した啓発(県警等) 

・ ６月９日を「ロックの日」とし、街頭啓発やラジオ等各種 

媒体で広報を実施。(県、県警、防犯協会等) 

 (3) 子ども女性対象犯罪対策 

・ 子ども女性被害の被害状況の資料(県警作成)について、各 

教育委員会、大学、高校、専修学校、放課後児童クラブ等へ 

毎月定期的に情報を提供し、情報共有(県、県警) 

・ ながら見守り活動の推進 

・ 警察署、市町、子ども安全リーダー連絡協議会と連携して 

子どもを対象とした防犯交通安全啓発を実施 

・ 各ホームページで犯罪発生マップや被害件数を掲載（県、県 

警、防犯協会等） 

  ・ 鉄道事業者と連携して、列車等におけるちかん等被害防止啓 

   発を実施（県、県警、防犯協会等） 

 ・ 県内１カ所に青色回転灯と路上犯罪注意の看板設置助成(防 

犯協会) 
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５ 「なくそう犯罪」滋賀安全なまちづくり県民大会の開催 

ひこね市文化プラザ（彦根市）において開催し、防犯功労者 

（団体）に対する各種表彰を実施（10月８日） 

 

６ 自主防犯活動の活性化支援 

(1) 研修会の実施 

  滋賀県防犯ボランティア研修会(防犯協会主催、各地区防 

犯自治会共催、県警協力、県後援)を開催し、犯罪情勢の説 

明、子ども見守り活動の防犯講演や自主防犯活動の事例発表 

を行って、ボランティア活動に資する情報提供を実施 

(2) 防犯カメラの設置促進による防犯活動 

  令和４年度は、新たに県内の自治会・自主防犯団体に計６台 

の地域見守りカメラの貸出支援を実施 

（平成 24年度から県警が貸出支援している防犯カメラは計 652台） 

防犯カメラを含む防犯機器等を自主防犯団体が設置する場合、 

市町が補助する額の１／２を県の自治振興交付金により補助 

 令和４年度は、３市町から７台分の申請を受け助成実施 

(3) ヤング防犯ボランティア育成事業 

近畿ブロック防犯ボランティアフォーラムに参加（県警） 

全国防犯協会連合会主催の「次世代学生防犯ボランティアリ 

ーダー研修会」に参加。(県警等) 


